
 2023 年 3 月 30 日 

 

Copyright © 2023 Sompo Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 1 

240

洋上風力発電の海底ケーブルとリスクマネジメント 

戸田 邦彦 Kunihiko Toda 

リスクマネジメント事業本部 

リスクソリューション開発部 

再生可能エネルギー・インフラグループ 

上席コンサルタント 

宝川 祥子 Shoko Takaragawa 

リスクマネジメント事業本部 

リスクソリューション開発部 

再生可能エネルギー・インフラグループ 

主任コンサルタント 

概要 

2021 年末に一般海域における最初の大規模洋上風力発電事業の事業者が選定され、現在は第２ラウンド４

海域の事業者公募が行われている。一般海域とは別に各地の港湾においても洋上風力発電設備の建設が進む

など、洋上風力発電設備の建設が本格化している。一方、洋上風力発電で大きく先行する欧州では少なから

ず事故が発生しており、なかでも海底送電線（以下、「海底ケーブル」という）の損傷事故は多く、日本の洋

上風力発電事業の保険調達コストおよび保険条件にも影響を及ぼしている。本レポートでは海底ケーブルに

関する事故事例を、その発生要因や日本での同種事故の再現性の観点から考察し、海底ケーブルの損傷リス

クに関する評価や対策、復旧計画や保険へのリスク移転の観点で整理した。本レポートが洋上風力発電事業

におけるリスク対策の参考となれば幸いである。 
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1. はじめに 

周囲を海に囲まれた日本の洋上風力発電のポテンシャルは大きく、カーボンニュートラル社会の実現に向

け、洋上風力産業の発展が期待されている。政府は洋上風力発電の設備容量の導入目標を事業計画認定ベー

スで 2030 年までに 10 ギガワット（GW）、2040 年までに 30 から 45GW1とし、毎年 2 から 4 海域での開発を見

込んでいる。導入目標の達成には、洋上風力発電事業の成長をサポートする港湾インフラの整備、サプライ

チェーンの構築、送電インフラおよび技術開発、産業人材育成など様々な取組みが必要になる。一方、大き

く先行する欧州の洋上風力発電事業では、建設される発電設備や規模の増加、風車の大型化とともに、すで

に建設、運転および維持管理に関する技術開発が進んできている。その結果、現在では発電量当たりの設備

投資コストは大きく下がり、競争力のある発電事業に発展している。 

一方、ここ数年の欧州洋上風力発電事業では海底送電ケーブルの損傷事故が発生しており、発電量の損失

や保険調達条件の悪化につながっている。英国では海底送電ケーブルにかかるコストは洋上風力発電事業全

体の設備投資コストの 10％に過ぎないが、保険金請求金額ベースでみると海底送電ケーブルに関連する保険

金請求が全体の 75％～80％を占めている2。また、2020 年には欧州の大手洋上風力発電事業者が、英国の洋

上風力発電設備においてモノパイル基礎への引込み区間のケーブル防護管やケーブルが損傷していること、

および同社が 2015 年以降に建設した他の洋上風力発電設備についてもケーブル関連の損傷が発生している

ことを公表しており、その修復には多額の費用が伴う見込みとのことである3。 

 事業環境や自然環境が異なる欧州と日本の開発をそのまま比較することはできないが、先行する欧州の洋

上風力事業では建設から商業運転にかけ、様々な事故を経験しており、日本での事故防止に関して欧州の事

故から学ぶべきところは多いと思われる。日本国内での実証機や関連分野での事故も踏まえながら、リスク

を適切に評価し、事業計画やリスク移転を進めていくことが必要である。本レポートでは海底ケーブルの事

故事例、ケーブルに関連したリスク評価やリスク対策、保険の役割に着目して海底ケーブルに関するリスク

マネジメントを検討・考察する。 

2. 海底ケーブルの事故事例 

2.1. 英国洋上風力発電事業での海底ケーブル事故の状況 

ここでは、英国での海底ケーブルの故障の状況を把握することを目的に、海底ケーブルの信頼性向上のた

めに、ベンチマークや故障トレンドを分析、共有するプラットフォーム（ELECTRODE4）の開発を先導する ORE 

Catapult 社の報告書「Subsea cable management: Failure trending for offshore wind5」から以下のとお

                              
1 資源エネルギー庁ウェブサイト．洋上風力産業ビジョン（第 1次）．

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/yojo_furyoku/pdf/002_02_02_01.pdf （アクセス日：2023 年

3 月 24 日） 
2 Electrical Cable Failure Trending & Reliability Analysis for Operational Developments, ORE Catapult, 

https://ore.catapult.org.uk/stories/electrode/ （アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
3 Orsted  2021 年第一四半期財務報告書 P4 https://orstedcdn.azureedge.net/-/media/2021/interim-financial-

report-q1-2021.ashx?rev=8ba3a923d2744aeb9144a4b57bfcdd66&hash=2A809F4CBBFDA23F86895331D113D46C（アクセス

日：2023 年 3 月 24 日） 
4 ORE Catapult, ELECTRICAL CABLE FAILURE TRENDING FOR OPERATIONAL DEVELOPMENTS Industry Feedback & 

ELECTRODE Approach, 

https://f.hubspotusercontent20.net/hubfs/4351574/Industry%20Feedback%20and%20ELECTRODE%20Approach%20-%20pub

lic%20release.pdf?__hstc=&__hssc=&hsCtaTracking=93ff43bf-71a3-482d-ba50-1256c27bca84%7C3f10c532-2f56-4d80-

a5b8-5d00c8534ac0（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
5 Subsea cable management: Failure trending for offshore wind, eawe-european academy of wind energy 
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り引用し、要約した。 

 英国では 2020 年時点で設備容量計 8.4GW の洋上風力発電所が操業中、14.8GW が開発中である。 

 2017 年時点でエクスポートケーブル 68 ライン計 1,682km、アレイケーブル総延長 2,152km が敷設され、

7,990MW が送電されている。 

 このうち、2007 年以降、50 回線を超えるケーブルの故障が報告されている。 

 ケーブル故障が発生するフェーズ毎の割合は、全体の 15％が不十分な設計、31％が製作時の不具合、46％

が敷設作業の不具合、8%が敷設後の外的要因に起因する。フェーズ毎の主な故障要因は表 1 のとおりで

ある。 

表 1 英国洋上風力発電所海底ケーブルの故障状況6 

フェーズ 割合 故障要因 

設計 15% ・ケーブル及び構成部品（コネクター、ジョイント、端子）の不適切な設計 

・設計不備と過度なシース電流の組合せによる局所の熱上昇発生 

・洋上環境に適さない構成部品の選定 

製造 31% ・エクスポートケーブルの故障の４割は製造欠陥（製造工程での何等かの障害が絶縁材の空隙を

作り、結果、局所的な放電、故障が発生する） 

・導電材料の不適切なセッティングや巻き線の上に、絶縁体や外被を施工したことによる光ファ

イバーケーブルの損傷、その結果、ケーブルへの障害 

敷設 46% ・必要なスペックを外れた機材による敷設作業と不十分なケーブル埋設作業 

・ケーブルと構成部品の不適切な組み合わせによる作業不具合（コネクタ接続作業など） 

・敷設作業の不具合によって発生した欠陥は、その時点では検知されず、製造欠陥と同じく、隠

れた瑕疵となり、運転期間中に故障として顕在化する可能性がある。 

外力 8% ・ケーブル敷設環境から生じるケーブルの不安定 

・洗堀に起因して波浪や潮流の影響を受けるケーブルで障害発生 

 

2.2. ケーブル故障や損傷事故発生の背景に関する当社の推定 

ここではケーブル故障や損傷に関する保険事故データを踏まえたうえ、故障や損傷事故発生の背景や日本

での留意事項について述べる。 

表 1によると、ケーブル敷設時の作業に起因するケーブル故障が最も多く、全体の半数近くを占めている。

その背景には、波浪や潮流の影響を受ける洋上でのケーブル敷設作業の難しさがベースにあり、加えて、タ

イトな工期や先行・後続・輻輳作業に挟まれながらの施工、ケーブル敷設に必要なスペックに合わない船舶

や機材の使用、作業者の経験不足、狭いタワー内での作業、洋上と海底での複雑な連携作業、気象・海象の

時間変化による作業時間の制約、高い傭船コストによる急ぎの施工などがあると考えられる。 

敷設作業に伴うケーブル故障が全体の半数近くを占める一方、同程度がケーブル製造や設計に起因して敷

設後に故障が発生していることにも留意すべきである。多くのケーブルメーカーが送電ケーブルを製造する

                              
https://wes.copernicus.org/preprints/wes-2020-56/wes-2020-56.pdf（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
6 脚注 5の内容を当社にて整理 
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英国市場と異なり、日本では海底送電ケーブルのメーカーは限られていること、コネクタなどケーブル構成

部品も一貫した設計・製造管理であること、大手ケーブルメーカーは、ケーブル設計、製造から敷設まで一

貫した実施能力や実績を有していること、などから英国の洋上風力発電事業において生じている事故の状況

と日本で今後発生する状況とは大きく異なる可能性がある。一方、沿岸部の複数の風車をアレイケーブルで

接続した後に、グループ毎に揚陸部まで接続する日本の洋上風力発電設備では、実績が豊富なこれまでの島

しょ間の海底送電線での事故の発生頻度や形態とは大きく異なる可能性もある。 

ケーブル製造過程や敷設作業の不具合による欠陥は、その時点で顕在化せず、長期に及ぶ運転段階で故障

や損傷として顕在化する場合もある。この場合、劣化・摩耗との関係などケーブル損傷の保険請求が難しく

なる場合も考えられる。英国で発生しているケーブル故障の内容を踏まえ、製造や敷設作業での欠陥が出来

る限り特定できるように、ケーブル納品や敷設時の検査を行うことが望まれる。 

2.3. 洋上風力発電設備建設中の事故事例 

欧州での洋上風力発電設備建設中の海底ケーブル事故に関する保険金請求案件で最も多い原因は作業者の

ミスや後続作業による損傷である。具体的な敷設中の事故事例として、操船を誤ったためにケーブルが船の

一部と接触して損傷した事例や、敷設機材や海象、作業者の技量など複合的な要因の結果で生じるケーブル

軸方向の張力と曲げ半径の維持困難によるねじれ、張力不足状態での敷設によるループやねじれの発生およ

び損傷、タワーへのケーブル引込時のねじりによる損傷が多い。また、敷設距離が長いエクスポートケーブ

ルでは、天候の急変による船舶の沈没を回避するために敷設中のケーブルを切断し、退避した事例も発生し

ている。 

ケーブル敷設船が直接かかわらずとも、他の作業を行う他船、JUV7（写真 1）がレグを降ろした際にケーブ

ルを踏みつけて損傷させてしまった事例がある。あるいは、降ろしていたレグを上昇させるときに船が波で

動揺し、近傍に敷設されていたケーブルをレグで擦

って損傷させた事故もある。JUV のレグの昇降は、直

下に敷設済みのケーブルが存在する可能性を考慮し

て、ケーブルの敷設位置を確認したうえで影響を及

ぼさない離隔距離を確保することが基本である。こ

の事例では、変更されたケーブルルートの情報が共

有されないまま、後続作業を行う JUV が着底し、ケ

ーブルを損傷させたものであり、異なる作業者間の

情報共有が不足していたことが原因である。この他

にも、ケーブル敷設ルート近傍での仮設工事の図面

誤りによるケーブル損傷事故も発生している。さら

に、洋上風力発電特有の作業である支持構造物内へ

のケーブルの引き込みやタワー内部での狭い作業ス

ペースでのケーブル接続時のケーブル損傷事故も発

生している。 

                              
7 Jack Up Vessel、洋上での作業時にレグ（脚）を海底に着床させ、船体をジャッキアップすることで海面から切り離

し、波浪に左右されない作業環境を確保する特殊船。別名 SEP（Self Elevating Platform）船、自己昇降式作業台船。

NEDO，着床式洋上風力発電導入ガイドブック 

写真 1 Seajacks 社所有 JUV（Zaratan 号）7 
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2.4. 運転中の事故事例 

長期に及ぶ運転段階では、潮流や波浪による海底の流動や洗堀に伴い埋設敷設したケーブルが露出する、

あるいは、埋設深度が浅くなり、ケーブルが船舶の錨や大型漁船の底引き網などの漁具によって損傷を受け

るリスクがある。船舶の錨によるケーブル損傷事故は、発生数は限られているが、国内の島しょ間の海底電

力ケーブルや北海道・本州間電力連系設備でも発生している。通常の船舶航路ではなく、悪天候時の避難の

ための停泊や制御困難下での走錨により、航路に近い洋上風力発電設備の海底ケーブルが損傷するリスクも

ある。 

表１に示したように、運転開始後の潮流や洗堀などの現象や船舶の錨など外力によるケーブル故障は故障

全体の 8%のみであり多くはなく、ケーブルの敷設環境に応じて散発的に発生するものと考えられる。一方、

複数の洋上風力発電事業者の施設で問題発生の可能性が明らかになった運転開始後の海底ケーブルの損傷事

故として、風車基礎周りの洗堀防止工とアレイケーブルの干渉によるケーブル防護管（CPS, Cable 

Protection System）の摩耗損傷がある。これは、大手洋上風力発電事業者が英国で 2018 年に運転を開始し

た洋上風力発電設備（573MW）で、洗堀防止工上を通過するアレイケーブルを収めた CPS が潮流による動きに

よって洗堀防止工と繰り返し擦れることによって、想定よりも早く摩耗していることが 2021 年に観察された

ものである8。同社は開発する他の 10 発電施設でも同様の問題が発生する可能性を最大修理費用見込みとと

もに公表した。RUITERS によると、同時期に建設された他の洋上風力事業者の発電施設でも同種の問題が生

じている施設があるとしている。なお、発表時点では、修復コストは最大約 4 億ユーロの可能性が示唆され

ていた9が、その後、2022 年 4 月の発表によれば 1.75 億ユーロと見込まれている10。 

正確な原因・背景や責任の所在は公表されていないが、推測としては以下の通りである。 

 10 年程前までは、ケーブルはモノパイル基礎の外周に取り付けた

J-チューブ（送電線配管、図 1）に引き込んだ後、引き込み孔から

海底の埋設部までのケーブル区間（モノパイル周囲の洗堀防止工通

過区間）は、洗堀防止工の下層（礫からなるフィルター層）の上に

ケーブル及び防護管を這わせ、その上を洗堀防止工の上層（粗石や

巨石からなるアーマー層）で抑えることによって、ケーブルを固定

していた。これが当時の標準的なプラクティスであった。 

 この方式は、洗堀防止工に埋め込まれたケーブルの維持管理や補修

が難しく、また、洗堀防止工を下層と上層を 2層に分けて施工する

必要があった。さらに、J-チューブの設置はモノパイル打設後に洋

上・潜水作業で取り付けるため、費用や工期を要していた。

2000 年代後半に樹脂製のケーブル防護管とモノパイルやト

ランジションピースの外周に設けたラッチ付き孔にケーブ

ルを直接引き込む方式を組み合わせたケーブルプロテクシ

                              
8 REUTERS 2021/6/10 https://www.reutersevents.com/renewables/wind/growing-findings-offshore-cable-damage-

hike-pressure-protection（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
9 https://www.offshorewind.biz/2021/06/15/orsted-devising-band-aid-solution-for-eur-403-million-cable-

issue/（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
10 Much Lower Hit from Cable Protection System Issues than Anticipated, 

https://www.offshorewind.biz/2022/04/29/orsted-expects-much-lower-hit-from-cable-protection-system-issues-

than-anticipated/（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 

図 1 フィルター層上の Jチューブ 12 
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ョンシステム（CPS）が開発され、2009 年運転開始のドイツの洋上風力発電設備に採用された11,12。 

 この方式によって、モノパイル基礎では J-チューブの設置は不要となるとともに引き込み孔から海底

でのケーブル埋込み地点までの区間を樹脂製 CPS で防護することにより、ケーブルを洗堀防止工には

埋め込まないため、従来のフィルター層とアーマー層の 2 層からなる洗堀防止工を 1 層方式で施工で

きることとなった。これにより、J-チューブの製作や設置費用、洗堀防止工の施工期間の短縮や費用

軽減、モノパイル周りのケーブルの検査の容易化など、大きなメリットが期待されたため、モノパイ

ル基礎の発電設備では、数年前からこの方式が一般化した。 

 しかしながら、この方式では潮流の状況によっては CPS が洗堀防止工上を繰り返し擦り動くことで、

樹脂製である CPS が損傷する危険性があり、実際に多くの洋上発電施設で類似の事象が発生している。 

 CPS メーカーの報告13によると、潮流による CPS の挙動のみではケーブルは損傷しないが、浅い海域な

どで、CPS が洗堀防止工上を滑動すると、損傷する可能性があるとしている。 

このように、潮流による CPS の挙動は想定されていたが、予想していたよりも著しく早い段階で洗堀防止

工によって CPS が摩耗損傷し、その結果、ケーブル自体にも損傷が及んだものである。その責任の所在は明

らかにはなっていない。当然ながら、建設当時に問題の発生を予期していたわけではなく、新しい技術であ

る CPS の活用とそれに伴うリスク評価を行ったうえで、全体計画を決定したものと思われるが、実際には不

具合が発生したものである。欧州では、設備の大型化や技術の進歩および施工の効率化のための設計が、施

工後の事故によって顕在化したトランジションピースのグラウト接合の不具合などを経験している。数多く

の同型の風車設備を建設して運転する風力発電設備では、設計や施工方法の一つの不具合が多くの発電設備

に同時に発生する可能性があるため、新しい技術や新製品の採用時のリスクアセスメントには十分な注意が

必要である。 

国内においても、運転中の海底ケーブルの損傷事例が複数報告されている。本州～北海道間の北本直流幹

線において、2018 年にケーブル内の絶縁油漏洩事故が発生している。本事故の原因は、「ケーブルが一部蛇行

状に敷設されており、錨などの外的要因によって、ループ状となったケーブルが強く引き絞られて損傷し、

内部の絶縁油が流出」したものである。また、国内の洋上風力実証事業では、波浪によってケーブルサポー

トが損傷した事例14や、周辺を航行する遊漁船によるアンカードラッグによる大きなケーブルの変位（写真 2）

および損傷（写真 3）が報告されている。 

 

                              
11 Tekmar https://tekmar.co.uk/history/（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
12 US Bureau of Ocean Energy Management, Regulation, and Enforcement (BOEMRE), Offshore Electrical Cable 

Burial for Wind Farms: State of the Art, Standards and Guidance & Acceptable Burial Depths, Separation 

Distances and Sand Wave Effect, https://www.bsee.gov/sites/bsee.gov/files/tap-technical-assessment-

program//final-report-offshore-electrical-cable-burial-for-wind-farms.pdf （アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
13 Tekmar 2021 年第一四半期報告書 http://investors.tekmar.co.uk/wp-content/uploads/2021/06/TGP-PLC-H1-H2-

2021-Results_Investor-Presentation-excl.-appendix-FINAL.pdf（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
14 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構．着床式洋上風力発電導入ガイドブック 別冊 銚子沖洋上風

力発電実証研究施設導入事例、https://www.nedo.go.jp/content/100890004.pdf（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
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       写真 2 海底ケーブルの変位例 15    写真 3 海底ケーブルの防食層の損傷例15 

 

通信ケーブルの事例だが、2006 年に台湾南方沖で発生した地震により、約 250km の範囲にわたり、複数の

光海底ケーブルが被災する事例が発生している16。ケーブル損傷に至った経緯については、地震直後の小規模

な地滑りと地震発生後 6 時間程経って発生した大規模かつ広範囲な地滑りにより、海底ケーブルに対して限

界以上の張力がかかり、断絶したものであると報告されている17。 

このように、運転開始後は潮流の影響によって洗堀や摩耗のリスクがあり、ケーブルが露出した際にはア

ンカードラッグなどのリスクにさらされる。浅い海域では波浪の影響によっても洗堀につながる海底地盤の

液状化が発生する場合18や、地震に起因した海底地滑りなどの不可抗力的な自然災害のリスクもある。洋上

風力発電設備のケーブルは占有地内の広範囲に埋設敷設されるため、地震規模や埋設地盤の条件によっては

液状化の影響や地盤の流動、さらには津波による海底の変動などによる損傷の危険性がある。水深が浅い沿

岸域では、台風や高潮の影響によって海底の変動が発生しやすいことも考えられる。日本では沿岸部の洋上

風力発電設備が多く、風車間のアレイケーブルをそのまま揚陸部まで敷設することが一般的である。沿岸の

水深が浅いエリアにも多くの送電ケーブルが敷設されることになる。日本近海の海底地盤の状況は海域によ

って様々であり、ケーブルを適切に埋設できないような露岩域においてはケーブルの保護方法を十分考慮す

る必要がある。 

2.5. ケーブル事故の発生頻度 

60kV 以上の海底送電ケーブルについては、Cigre（国際大電力システム会議）が、故障統計の調査を行い、

公開している。直近では 2020 年 9 月に TB81519として電圧とケーブル種別毎の故障率を示している。AC/XLPE

海底ケーブルの年平均の故障回数は、0.18 回/100km と評価している。 

洋上風力発電事業のデータベースや送電監督機関が公開するデータをもとに、海底ケーブルの故障状況を

分析した報告書20では、欧州での交流送電海底ケーブルの年平均故障回数は0.299回/100kmと評価している。

                              
15 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構．着床式洋上風力発電導入ガイドブック 別冊 北九州市沖洋

上風力発電実証研究施設導入事例、https://www.nedo.go.jp/content/100890005.pdf（アクセス日：2023 年 3 月 24

日） 
16 https://www.kddi.com/corporate/news_release/2007/0213a/（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
17学術ネットワークにおける台湾地震の影響_情報学広場（IPSJ-JNL4902007）、国立情報学研究所（アクセス日：2023 年

3 月 24 日） 
18 波浪による海底地盤の液状化現象 日本土木学会 Vol 84. 1999 年 4 月

https://www.jsce.or.jp/journal/contents/knowledge/vol9904.pdf（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
19 Cigre TB815 https://e-cigre.org/publication/815-update-of-service-experience-of-hv-underground-and-

submarine-cable-systems（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
20 Failure rates of offshore wind transmission systems, July 2019, https://www.mdpi.com/1996-
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風力発電設備毎の故障率の差異も大きく、ケーブル種別、経年、電圧、AC/DC、敷設環境などの違いのため、

一概には言えないものの、海底送電ケーブルの故障率として参照されることが多い Cigre の公表数値よりも

洋上風力発電での故障率は高いことが推定されている。特に、送電網に直接接続されない 33kV-66kV のアレ

イケーブルに関する故障の実態が欧州でも十分に把握されていないようである。 

2.6. ケーブル事故による損失 

海底ケーブルの事故は洋上風力事業において大きな影響を及ぼす。英国の再エネ分野のリスクマネジメン

トコンサルタント/保険ブローカー（RRA, Renewal Risk Advisors21）によると、欧州の洋上風力発電設備の

海底ケーブル事故による平均的な保険金請求額と送電停止期間を以下の表 2 の通りと推定している22。 

表 2 欧州洋上風力発電設備でのケーブル損傷事故に伴う保険請求額と送電停止期間23 

ケーブル区分 平均的な保険請求額（参考：邦貨＠162 円） 送電停止期間 

アレイケーブル 125 千から 10 百万ポンド（0.2 億から 16.2 億円） 38 日 

エクスポートケーブル 7.25 百万から 25 百万ポンド（11.7 億から 40.5 億円） 62 日 

 

欧州の洋上風力発電設備では数基の風車をアレイケーブルで接続し、洋上変電所に送電する。洋上変電所

で高圧化した後、陸上まで海底ケーブル（エクスポートケーブル）で送電する。このため、エクスポートケ

ーブルの故障では、風力発電設備全数の送電が停止し、アレイケーブルでは故障個所の上流側からの送電が

停止する。従って、損傷部の復旧費用に加え、停電期間の売電収入が損失として発生する。故障発生時の早

期復旧には、適切な容量と長さのケーブルやアクセサリーを予備品として保管しておくことや敷設船の見当

をつけておくことが必要である。なお、Cigre の海底送電線の調査24によると、海底送電線の事故復旧が遅れ

る最も多い要因は気象であり、要因全体の約 3 割を占めている。日本でも、復旧作業に適さない冬季の日本

海側などで発生したケーブル事故では、復旧機材や作業の準備が整っていたとしても復旧に長期間を要する

可能性がある。この点からも事故の発生防止が求められる。 

2.7. 日本における事故の再現性 

日本の沿岸域に、2030 年に 30GW、2040 年に 45GW の洋上風力発電設備（事業計画認定ベース）が開発され

ることを想定すれば、2030 年以降には約 5,000km、2040 年以降には約 8,000km の海底ケーブルが敷設される

ことになる。仮に前述した欧州の洋上風力発電所での海底ケーブル（AC/XLPE）の年平均故障率 0.299 回/100km

を適用すると、年間 15～24 件程度のケーブル故障が発生することになる。また、欧州での洋上風力発電ケー

ブルの故障率はエクスポートケーブルを対象とするものであり、アレイケーブルについては更に発生頻度は

高いとみられる。 

2.1 で述べたように、海底送電線の建設においては、ケーブルメーカーが設計、製作、敷設まで一貫して業

務を担うことが多い。コネクタなどケーブル構成部品も一貫した設計・製造管理であることや、国内だけで

                              
1073/12/14/2682（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
21 Renewable Risk Advisors http://www.renewablerisk.com/（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
22 OREC Web event 2021/6/10, Subsea Cables: The cutting edge of innovation and opportunity 

https://www.youtube.com/watch?v=wB2UfkMI91o（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
23 脚注 22 の内容を当社にて整理 
24 Cigre TB815 Update of service experience of HV underground and submarine cable systems https://e-

cigre.org/publication/815-update-of-service-experience-of-hv-underground-and-submarine-cable-systems（アク

セス日：2023 年 3 月 24 日） 
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なく海外の海底ケーブル事業にも多くの実績があること、などから英国の洋上風力発電事業において発生し

ている故障や損傷事故が同様に発生する可能性は低いものと考える。一方、洋上の風車間をケーブル敷設や

引込み作業を経て風車側の設備に接続するアレイケーブルは洋上風力発電設備特有であるが、その施工実績

は現時点では限られている。 

また、2.5 で示した CPS の損傷のように、建設や維持管理の効率化、コスト削減とともに新しい技術が開発

され、確立されている過程において、何らかの不具合が発生することも考えられる。欧州の洋上風力発電事

業でも、モノパイル基礎へのトランジションピースのグラウト接合技術に関する設計不具合が明らかになっ

たのは、施工後である。環境は異なるとはいえ、欧州の洋上風力発電事業で過去に生じた不具合については、

事業者や関係者が実施するリスクアセスメントを適切に反映し、その発生を回避する事前の手立てが必要で

ある25。 

さらに、欧州と日本で大きく異なる点として、台風と今後導入が進むとみられる浮体式がある。日本には

毎年台風が襲来するため、台風通過中の荒波によって表層移動でケーブルが露出するリスクがある。また浮

体式の場合はダイナミックケーブル26の接地点におけるこすりや擦り切れのリスクがあり、台風や荒波によ

って加速的にケーブルの損傷が進むことも懸念される。これまで日本近海において台風によって海底ケーブ

ルが損傷した例はないが、大規模洋上風力発電、さらには浮体式が導入されるにあたり、注視するべきリス

クと考える。 

建設段階での事故についても、建設中の施工管理や安全管理、運転中の周辺ステークホルダーとの取り決

め、ケーブルの状況のモニタリング、適切な納品試験を行うことによって、ケーブルの健全性を確認・確保

していくことが望まれる。 

3. 海底ケーブルに関するリスク情報および評価方法 

洋上風力発電事業の開発にあたっては、占用海域の入札対応や詳細事業計画の策定、資金調達過程におい

て、網羅的なリスクの把握や定量評価が求められる。これらの計画や評価内容は、事業者はもちろんのこと

レンダー、保険会社、再保険者にとっても重要な情報であり、適切な条件での資金調達や契約、保険による

リスク移転には密な情報共有が必須であり有効となる。 

国内の洋上風力発電事業については、その規模から環境影響評価（環境アセスメント）が必須となる。方

法書の作成にあたっては大臣・知事や住民などから多岐にわたる意見を取り入れたうえで調査項目が示され、

手続きを経てアセスメント方法が決定される。自然環境・社会的環境の観点から多くの調査が実施されるが、

ケーブルの損傷に関わるリスクに関連することとして、地盤状況、海域利用状況の調査がある。地盤調査の

結果、岩盤の露出や地形の起伏、断層、土質などを考慮した上で、ケーブルルートや設置方法が検討される。

また海域利用状況の調査によって、船舶交通量や主要航路、漁業権の設定状況、既設設備（パイプライン・

ケーブル）などが示される。また、実際の事業計画の立案や風力発電設備の詳細計画のために、洋上、陸上

での様々な調査が実施される。 

海底ケーブルに起因する事故・故障のリスクを低減するためのリスクアセスメント手法として、欧州では

                              
25 Renewable and Sustainable Energy Reviews 151(2021), Discussion of electrical and thermal aspects of offs
hore wind farms’ power cables reliability, https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S1364032121008
571（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
26 浮体構造物の動きに合わせて海中で浮遊することのできるケーブル 
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カーボントラスト社27（英国政府が出資する営利企業で、省エネ技術の開発に携わっている企業）と欧州の大

手風力発電事業者が CBRA28 というリスクアセスメントのガイダンスを共同して開発しており、広く活用され

ている。本手法では、過去に発生しているケーブル事故を考慮しながら、維持管理の観点も踏まえて最適な

ケーブルの埋設深さを特定する手順を示しており、CPT29やボーリング調査を適切な間隔で行い、かつ採取し

たサンプルに対して室内実験を行うことが必須とされている。その他にも地理的データ、船舶交通状況、事

故データなどを調査したうえで、敷設したケーブルの周辺において船舶が錨を落とす確率を計算し、必要な

ケーブルの埋設深さを定量評価する手法である。 

上記の調査や CBRA に準拠した評価結果に基づいて、損傷リスクに対する適切な設置深さや保護方法を決定

することで、洋上風力発電事業のケーブルの損傷リスク管理におけるベストプラクティスに準拠することが

できる。 

4. リスク対策 

4.1. 設計面のリスク対策 

ケーブル保護の基本としては、ケーブルを安定した状態に保つことであり、ケーブル自体の環境に対する

耐性（耐水性・絶縁性能など）および性能の経年劣化を減じることが挙げられる。そのためには海底ケーブ

ルでは潮流や表層移動などに影響されない位置・深さに設置することが基本である。日本は島しょ国であり

海底送電線の敷設実績は多く、長期間の安定的な運用の実績も数多い。 

「電力ケーブル技術発展の系統化調査30」で示されているように、電力ケーブルは、戦後の海外技術の輸入

から自主技術の国産化、日本独自技術での世界トップレベルの製品化技術が確立されてきた。洋上風力発電

設備で用いるアレイケーブルでは、発電設備の大型化に伴う高電圧化、大容量化、耐水性や長期の信頼性に

対応するとともに、島しょ間の送電ケーブルとは異なり、軽量化、取扱いの容易さもより重要になり、それ

に対応する新しい技術や製品の開発が進んできた。超長尺の XLPE など日本が世界をリードする技術であり、

品質保証面でも世界をリードする産業と考えられる。また、ケーブルアクセサリーや光ファイバーケーブル

についてもこれらを含めた一体設計としてケーブルの品質が担保されることが多いとされている。現在では

海外各国での多くの海外送電線の納入・施工が行われている。 

このため、英国で発生したケーブル事故のように、約 4 割が設計・製造プロセスに起因するという事故状

況の発生は日本では想定しにくいが、比較的沿岸部の浅い海底に埋設することや、海外製である風車や付帯

設備との連携、風車間の短い区間での敷設作業に十分に配慮した設計が重要である。事業者側としては、品

質担保のためにどの程度の検査や認証を求めるかについてメーカー側との協議が重要になる。ケーブルの軽

量化のための新しい技術と耐水性や長期信頼性の維持をどのように担保するかも重要である。 

敷設ルートの海底や潮流の状況を踏まえたケーブル設計に加え、地震時に液状化危険のあるルートの回避

や敷設範囲固有の情報についても、事業者とメーカーで早い段階から情報を共有し、ケーブル設計に反映し

ていくことが有効なリスク対策と言える。その中で、前述した CBRA を用いた評価は、関係者への説明にも有

                              
27 Carbon Trust https://www.carbontrust.com/what-we-do（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
28 Cable Burial Risk Assessment (CBRA) https://www.carbontrust.com/our-work-and-impact/guides-reports-and-

tools/cable-burial-risk-assessment-cbra-guidance-and（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
29 Cone Penetration Test、コーン貫入試験 
30 国立科学博物館技術の系統化調査報告 Vol.19 March 2013 電力ケーブル技術発展の系統化調査 

https://sts.kahaku.go.jp/diversity/document/system/pdf/080.pdf（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
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効となる。 

また、ケーブル自体の設計以外にも、ケーブルを保護・支持するサポートの設計についても留意が必要で

ある。風車の基礎やタワーなどと異なり、これらへの二次三次的な付属構造物となるケーブルサポートに対

しては、主要構造物で行うような解析は行われないことが想定され、損傷リスクが高まることが懸念される。

実証実験においても波浪によってケーブルの保護管や固定架台など付属品が損傷した例31があり、このよう

な付属構造物の損傷リスクに対しても設計面での対策が望まれる。 

4.2. 契約面のリスク対策（リスクアロケーション） 

洋上風力の建設段階においては、各種工事の専門性の高さと、1,000 億円規模となる設備投資額の大きさ

から、マルチコントラクト形式が採用されることが多く、責任負担やインターフェースリスクが複雑になる

傾向がある。特に、ケーブルの納入時期、敷設船の傭船時期、陸上・洋上工事開始のタイミングと場所はそ

れぞれ異なるため、各々のタイミングにおける事故や遅延リスク、気象など不可抗力に起因するリスク、イ

ンターフェースリスクは誰が負担しているのかを出来るだけ明確化しておく必要がある。これにより、事業

者・請負者・施工者各々の事業の中でリザーブや保険によるリスク移転を過不足なく構築することが可能に

なる。 

4.3. 施工・維持管理におけるリスク対策 

契約の締結後は、ケーブルの製造・敷設工程において品質・施工管理を着実に行うことが求められる。出

口検査のみならず、製造プロセス中の検査について立会区分や合格基準を発注者と請負者で合意し、後戻り

のない管理計画および検査体制を構築することが重要である。さらに、洋上作業に関する保険付保には事故

防止の観点から、MWS（マリンワランティサーベイ）が必要になる。MWS は「洋上施工及び運用にあたり、施

工方法や施工技術、施工計算書などの審査に加え、サイトでの各種施工への立会などを包括的に実施するこ

とで、プロジェクトのリスクを低減し、安全な発電所の設営や適切な保険の適用に寄与」することを目的と

している32。MWS の対象は建設資材の搬送や構造物の組立て作業だけでなく、ケーブル敷設も対象に含まれる。

発電設備やサイトに応じたカスタムメイドの製品であるケーブルの品質担保、検査範囲や方法などは、認証

や規格で必要な最小限の要件ではなく、ケーブル業界のベストプラクティス33を採用すべきである。 

運転開始後は、状態監視により洗堀によるケーブル露出やケーブルの変位等が起きていないか、あるいは

周辺事業者により、ケーブル周辺でケーブルを損傷するリスクのある事業や作業が行われていないかといっ

た管理が必要となる。ケーブル周辺で事業を行う周辺事業者とは、損害を被った場合に備え、相互に付保す

る保険を把握し、事業に合わせて保険を手配することも有用と考えられる。 

海底ケーブルの埋設管理は容易ではないが、現在は ROV34等によるドローン点検の技術が向上していること

もあり、ケーブル敷設ルート上をカメラ付き潜水ドローンで観測することで、人が潜水することなく定期的

                              
31 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構．着床式洋上風力発電導入ガイドブック 別冊 銚子沖洋上風

力発電実証研究施設導入事例、https://www.nedo.go.jp/content/100890004.pdf（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
32 Class NK ホームぺージから引用 

https://www.classnk.or.jp/hp/ja/authentication/renewableenergy/windsurvey.html（アクセス日：2023 年 3 月 24

日） 
33 例えば、Cigre 海底ケーブルの追加テストに関するリコメンデーション（2020 年）、

https://www.cigre.org/article/GB/events/cigre-academy-webinars/recommendations-for-additional-testing-for-

submarine-cables-from-6-kv-um--72-kv-up-to-60-kv-um--725-kv（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
34 Remotely Operated Vehicle（遠隔操作型の無人潜水機） 
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にケーブルの埋戻ルートの状態を点検することが可能である。また、光ファイバー温度分布計測システム

（DTS35）によりケーブル温度を常時モニタリングすることで異常を検知したり、海底土被り厚を計算するこ

とでケーブルの状況を遠隔監視したりする技術も開発されている。さらに、光ファイバー音響センサシステ

ム（DAS36）によるケーブル不具合箇所の特定技術も開発されており、実際にデンマークの発電所で遠隔監視

に活用されている37。このような最新技術を取り入れつつ、ケーブルの状態を直接あるいは間接的にモニタリ

ングし、損傷を発見あるいは予測することで早期の補修・復旧対応が可能となる。 

4.4. 復旧計画 

事故を想定した予備品の確保も復旧期間を無駄に助長しない有効な対策である。例えば、ROV による定期

点検やセンサーによりループやねじれを検知した場合には、交換部品の準備あるいは交換工事の計画を立て

ておくことで、船舶の錨などによって損傷発生の防止や発生しても復旧期間を最短化することが可能となる。

または運転中に限らず、建設中においても、ケーブル付属品を含めた予備品を持っておくことは、早期の復

旧作業に繋がり、運転開始遅延を最短化する効果が期待される。 

復旧計画には、予備品の確保およびパーツの調達計画のみならず、再設置する機材の計画も併せて必要で

ある。有義波高を考慮した船舶の稼働率や、冬季における洋上作業の可否など、当該海域の気象・海象も鑑

みたうえで傭船計画を立て、想定される休業損失も見込んだ事業計画が求められる。保険設計の参考値とし

て算出する予想最大損害額の算出にも、傭船にかかる期間の想定が必要となる。今後、一般海域における洋

上風力事業が増えていくことから、ケーブル敷設船の需要が高まることも予測される。その状況の中で、具

体的なケーブルの仕様から、復旧工事の対応が可能な船舶を特定し、施工会社と船舶の予約や受注予測につ

いて情報交換しておくことが望まれる。 

4.5. 保険 

上記のように、リスク環境に基づいて事業計画を立て、設計や施工管理、運転を行っていても、事故の発

生を完全には防止出来ないのが建設工事であり、洋上での大型発電事業である。洋上での事故は復旧にも時

間を要する。事故や故障の他にも、自然災害をはじめとする不可抗力的なリスクもある。これらのリスクに

対して、競争力を失うことなく事業性を確保する手段として、保険へのリスク移転がある。事業計画に基づ

いたリスク評価を行ったうえで、リスク負担を整理し、復旧・予備品計画を立てることで、保険へのリスク

移転コストを低減し、競争力を損なうことなく事業の安定性を担保することができる。第三者起因の事故も

含めて、ケーブルが損傷した場合を想定し、メンテナンスや長期保守契約において、その責任負担を明確化

し、各々で財務計画および保険契約に取り込むことが必要である。 

欧州におけるケーブルに関連する事故の多さや多額の保険金支払いによって、洋上風力発電事業の保険の

マーケットは厳しさを増してきている。具体的には、保険料率や免責金額が上昇し、瑕疵起因や CPS に関連

する事故は免責あるいは補償範囲が縮小されるなど、保険条件は厳しくなっている。このマーケット環境の

中で、各洋上風力発電事業において、ケーブルの保護・保守など着実に対策を取り、過去に発生したケーブ

ル事故のリスクを低減・管理していることを示すことにより、より良い保険条件を引き出すことが、事業の

                              
35 Distributed Temperature Sensor 
36 Distributed Acoustic Sensor 
37 平成 30 年新エネルギー等の保安規制高度化事業委託調査（風力発電設備データ利活用検討調査）報告書, 

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H30FY/000101.pdf（アクセス日：2023 年 3 月 24 日） 
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安定性の向上に寄与する。 

5. 終わりに 

ここまで過去の海底ケーブルに関連する事故事例を参考にしながらリスクを挙げ、それらをどのように低

減することが可能かを検討してきた。海底ケーブルは複数の風車が発電した電気を集約しているため、不具

合があった場合には繋がっている数基の風車の電力供給が途絶する。そのため、ひとたび事故が発生すると

逸失利益が大きくなる傾向がある。また、損傷したケーブルの復旧にはケーブル敷設船あるいは作業台船が

必須であり傭船コストもかかる。このため、欧州では洋上風力保険の中で海底ケーブルに関連した保険金支

払いの多くが高額化している状況にある。 

一般海域の公募における評価の考え方に、電力の安定供給面に配点が割かれていることからも、洋上風力

発電所全体の稼働率を高く維持するためには海底ケーブルを健全に保つことが不可欠である。適切な設置深

さを確保しながら、ケーブルの絶縁状況やねじれを監視し、また周辺海域の使用ルールを管理することによ

って、ケーブルに関する事故の発生を抑制することが期待できる。 

一方で、どのような対策をしても不測かつ突発的な災害や事故による損傷のリスクをゼロにはできない。

そのリスクのために過剰な予備費を積むことなく、リスクを低減したうえで保険にリスク移転することによ

り、競争力を低下させることなく事業採算性を確保することが可能になる。 

洋上風力事業で先行する欧州においても、洋上風力産業やその技術は日進月歩であるが、多額の保険金が

支払われていることからも技術やプラクティスは完成しているとは言えない。一方で豊富な実績・経験を踏

まえた検討基準、ケーブル故障を低減するための民間ベースでの関係者横断のデータベースの開発といった

取組みには学ぶべきところが多い。国内においても多くの海底ケーブルの敷設・運用の実績があり、また事

故の教訓もある。これらの先行事例を取り込みつつ、国内の洋上風力産業が発展し、カーボンニュートラル

社会が実現していくことに期待したい。 
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